






















合衆国との間の協定）第 5 条第 3 項は、「日本国は、被告人又は被疑者の実
質的な権利をいかなる意味においても害することなく、この協定の効力発生








に関する法律」（昭和 46 年法律第 129 号）は、第 4 章第 2 節においてその処
理について詳細に定めている 4。この措置に関しては、憲法第 14 条及び第





































法制度について概観しておくのが便宜であろう 10。1945（昭和 20）年 4 月 1
日の米軍の沖縄本島上陸と相前後して発出された「権限の停止」（米国海軍







ceptional Military Courts）」として 3 種類の司法機関が設置された。すなわ
ち、軍政総長（Military Governor）の名において招集、3 名以上のアメリカ
軍将校（officers of the armed forces of the United Forces）により構成され、
法令に定める全ての犯罪について裁判権を有し、全ての刑罰を科す権限があ
るとされた「軍事委員会（Military Commissions）」、当該諸島の軍事総長
（Chief Military Government officer）またはその名において招集、1 名以上
のアメリカ軍将校により構成され、全ての犯罪者に対して裁判権を有し、死




いて招集、1 名の下士官（One officer who shall be an officer of the armed 
forces of the United States of America）により構成され、死刑及び 1 年以
上の禁錮刑並びに 1000 円（後 50 ドル）以上の罰金刑を除く刑罰を科す権限
があるとされた「簡易憲兵裁判所（Summary Provost Courts）」である 12。
アメリカ側の記録によると、1946（昭和 21）年 6 月 30 日までの間に軍事委
員会、高等憲兵裁判所が取り扱った事件はそれぞれ 2 件であったが、簡易憲




年 8 月半ば頃から GHQ/AFPAC（アメリカ太平洋陸軍総司令部）の軍政局
において検討されていた「対占領軍犯罪・軍事占領裁判所」、及び、9 月 2
日に日本側に手交されたものの重光葵外務大臣とマッカーサー（D. MacAr-






本土においては 1946 年 3 月以降にずれ込んでいることにも現れている 16。
1949（昭和 24）年 6 月 28 日、米国陸軍軍政府は「刑法並びに訴訟手続法
典」（米国軍政府布令第 1 号）を発して刑事実体法及び手続法を一定程度整
理すると共に、同日「戦時刑法」及び「特定軍事法廷」を廃止し（米国軍政
府特別布告第 32 号）、軍政府裁判所が設置されたが 17、その種別は特定軍事
法廷と同じく軍事委員会・高等憲兵裁判所・簡易憲兵裁判所の 3 種であった
18。しかしこの頃から、アメリカの対沖縄政策は長期的な占領継続の方向へ





づき、米国軍政府は同 15 日に琉球列島米国民政府（United States Civil Ad-





更に、翌年 1 月のアイゼンハワー（D. D. Eisenhower）大統領の一般教書演
説により沖縄の無期限保有が宣言されると、これに対応する形で 1955（昭
和 30）年 3 月 16 日に「刑法並びに訴訟手続法典」が改正され（琉球列島米
国民政府布令第 144 号）、軍政府裁判所は民政府裁判所に名称変更されると
共に、民政府裁判所の管轄下におけるすべての犯罪について裁判する権能を





一方、沖縄住民の側では、1945（昭和 20）年 8 月 20 日に諮問機関として
設置された沖縄諮詢会を解消して、翌 46 年 4 月 24 日「沖縄中央政府の創
設」（海軍軍政府布告第 156 号）により沖縄民政府が設置され、その下に置
かれた司法部が裁判所を管轄することとなった。同年 3 月 1 日には那覇を除
く 7 地区に住民により運営される簡易裁判所が設置されていたが（海軍軍政
府特別布告第 5 号）、沖縄民政府はこれを廃止して 10 月 1 日に区裁判所・地
方裁判所・終審裁判所を設置した（米国軍政府特別布告第 12 号）。沖縄民政
府の下では、1947（昭和 22）年 7 月 18 日に設置された治安裁判所（米国軍
政府特別布告第 19 号）を含めて、同年 10 月 7 日に巡回裁判所・上級裁判
所・控訴裁判所が設置され（米国軍政府特別布告第 20 号）、1950（昭和
25）年 7 月 13 日にこれらは治安裁判所・巡回裁判所・琉球上訴裁判所へと
改組されている（米国軍政府特別布告第 38 号）23。
その後、上述の同年 12 月の FEC 指令が「軍事的必要の許す範囲内」で
の「民主主義の原則により設立された立法、行政、司法の機関による自治」
を目的としたことを受け 24、1951（昭和 26）年 4 月に琉球臨時中央政府が
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設立され（米国民政府布令第 3 号）、更に翌 52 年 2 月の琉球政府の発足によ

















































































後の 1954（昭和 29）年 4 月 26 日に名瀬地方裁判所において改めて無期懲役
に処せられたことに対し、福岡高等裁判所への控訴を経て上告した事案につ




















1949（昭和 24）年 6 月 2 日に第八軍第一騎兵師団軍事委員会により終身刑
の判決を受けて講和条約発効まで中野・巣鴨・横須賀刑務所にて服役の後、




































































酸モルヒネを持ち込んだ被告人に対し、関税法については第 108 条第 1 項に
おいて「この法律の適用については、政令で定める本邦の地域は、当分の間、





判所は 1966（昭和 41）年 7 月 13 日に以下のように判示した。
沖縄は、わが国の領土ではあるが、昭和二七年条約第五号日本国との
平和条約三条により、アメリカ合衆国が行政、立法および司法上の権力
























し、大阪地方裁判所は 1966 年 6 月 29 日に以下のような意見を述べた。若干

































































































































































く 1965 年は、8 月 19 日から 21 日にかけての佐藤栄作首相の沖縄訪問を頂
点とする一連の措置により、本土復帰意識の「帰還不能点」となった年であ
る 56。沖縄問題閣僚協議会において同年 9 月 7 日に確認された沖縄の法的地
位に関する政府の統一見解は、吉田内閣期の論理を援用し、サンフランシス
コ講和条約第 2 条と第 3 条の比較の形で沖縄についての「潜在主権」を認め
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を主張した。その結果として、1970（昭和 45）年 5 月 7 日に「沖縄住民の
国政参加特別措置法」（昭和 45 年法律第 49 号）が成立して「国政参加特別






















































う掲示に関する措置について」『法律のひろば』25 巻 2 号（1972 年）35
頁以下、同「刑事関係」『法律のひろば』25 巻 7 号（1972 年）15 頁以下
を参照。
5 最高裁判所刑事判例集 27 巻 8 号 1379 頁。なお、吉田淳一「沖縄の刑事裁
判の承継の合憲性」『警察学論集』27 巻 1 号（1974 年）149 頁以下を参照。
6 以下、刑法に関しては、適用された当時の口語化前の条文を用いる。
7 森下忠『新しい国際刑法』（信山社、2002 年）84 頁以下。
8 この問題につき、愛知正博「外国刑事判決と一事不再理　(1) ～ (3)」『名古











『法曹』112 ～ 113 号（1960 年）、日本弁護士協会編『沖縄司法制度の研
究』（日本弁護士協会、1961 年）、「〈特集〉沖縄の裁判制度」『自由と正
義』12 巻 3 号（1961 年）、「沖縄の裁判制度」『判例タイムズ』198 号（1967





11 中野好夫編『戦後資料　沖縄』（日本評論社、1969 年）9 頁。
12 「特定軍事法廷」に関しては、石川才顕「沖縄刑事司法制度の現状と今後
の課題」『日本法学』36 巻 3 号（1971 年）125 頁以下、垣花豊順「特定軍
事法廷と米国民政府裁判所に関する一考察」『琉大法学』26 号（1980 年）
72 頁以下、中野育男「米軍統治下沖縄の軍政から民政への移行」『専修大






2005 年）46 頁。同年 7 月から 11 月を対象とする記録では、軍事委員会が
1 件、高等憲兵裁判所が 3 件、簡易憲兵裁判所が 858 件を処理したとされ
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20 垣花前掲「特定軍事法廷と米国民政府裁判所に関する一考察」86 頁。
21 「米国民政府布令 /Civil Administration Ordinance　1953 年～ 1957 年　第
093 号～第 171 号」前掲『琉球政府文書・総務局・渉外広報部文書課』。
22 垣花豊順「布令一四四号「刑法並びに訴訟手続法典」改正の史的考察」
『琉大法学』12 号（1971 年）69 頁。







条と沖縄」再考」『法の科学』42 号（2011 年）130 頁以下、川手摂「琉球














知大学法学部法経論集』204 号（2015 年）345 頁以下。
33 小沢隆司「琉球列島米国民政府裁判所の陪審制度── ｢アメリカ世｣ の憲





ぎ──戦後 70 年と明治 150 年（その 2）」『桐蔭法学』24 巻 2 号（2018
年）81 頁以下も併せて参照されたい。
35 吉田淳一「刑事裁判権の承継」『法曹時報』24 巻 3 号（1972 年）8 頁以下。
36 山下康雄「奄美群島の復帰」『国際法外交雑誌』56 巻 4・5 号（1958 年）
203 頁。
37 金城清子「沖縄返還協定の問題点」『法律時報』42 巻 5 号（1970 年）103
頁以下。
38 最高裁判所刑事判例集 9 巻 11 号 2263 頁。
39 最高裁判所刑事判例集 9 巻 7 号 1103 頁。
40 最高裁判所刑事判例集 7 巻 7 号 1621 頁。なお、高山前掲「国際的一事不
再理」596 頁以下を参照。







あるまいか」としている（『最高裁判所判例解説』刑事篇昭和 48 年度 160
頁以下〔柴田孝夫〕）。
43 入江啓四郎「沖縄住民と日本法適用の問題」『法律時報』40 巻 1 号（1968
年）10 頁以下。
44 河野康子「鳩山・石橋内閣期の沖縄──「沖縄の地位」をめぐる政治を中
心に」『法学志林』104 巻 3 号（2007 年）15 頁以下。
45 最高裁判所刑事判例集 9 巻 9 号 1994 頁。
46 最高裁判所刑事判例集 11 巻 3 号 1285 頁。
47 関税法施行令第 94 第 1 号は、「沖縄の復帰に伴う大蔵省関係政令の改廃に
関する政令」（昭和 47 年政令第 152 号）第 9 条により改正され、この箇所
は削除された。なお、関税法をめぐる最高裁判例に関しては、西原春夫
「刑罰法規の適用範囲」西原春夫他編『判例刑法研究（1）』（有斐閣、1980
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年）16 頁以下を参照。
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た事例」『判例評論』98 号（1966 年）110 頁。
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66 「沖縄違憲訴訟」は、1976（昭和 51）年 8 月に 2 件とも取り下げられて終
結している（櫻澤前掲「沖縄の復帰運動と日本国憲法」9 頁）。
67 矢野達雄「「沖縄近代法」とは何か──「日本近代法史像のゆらぎ」研究
の深化にむけて」『修道法学』40 巻 2 号（2018 年）1 頁以下。
68 小沢隆司「補論・法史学の貢献　琉球列島米国民政府裁判所の陪審制度─
─「アメリカ世」の憲法史・序説」浦田賢治編『沖縄米軍基地法の現在』
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